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海外情報

米国における豚肉の需要と供給の現状

調査情報部　国際調査グループ

１　はじめに

　米国の養豚業は、農家戸数が減少する一方、豚飼養頭数が増加しており、企業養豚による
垂直統合と規模拡大が進んでいる。また、豚肉生産量は、2014年に豚流行性下痢（PED）の
影響で減少したものの、おおむね増加傾向で推移している。特に、近年、飼料穀物価格の安
値安定およびPEDによる生体豚価格の高騰などにより、養豚農家の収益性が良好だったこと
が増産を後押ししている。同国は、世界の豚肉供給国としての役割も担っており、増産に伴
い輸出量も増加傾向にある。トランプ政権による政策リスクなどの懸念材料はあるものの、
中西部での豚肉処理施設の新設計画や中国などからの豚肉需要の高まりなど、米国の養豚お
よび豚肉業界を取り巻く環境は、今後も好調に推移するとみられている。

【要約】

米国の養豚産業は、豚肉生産額225億米

ドル（2012年）で、同国の農業生産額の約

６％を占めている。同国における生産額に占

める割合では、牛肉の約20%、家きん肉・

卵の約15%、酪農の約９％に若干見劣りす

るものの、全米の約５万5000戸以上の農場

で80万人以上の雇用を生み出しており、同

国の主要産業の一つである。

また、表１のとおり、豚肉の生産・消費・

輸出・輸入などの世界的な数字を見渡して

表１　世界の豚肉需給に関する主な数字（2016年）

資料：USDA/FAS
　注：枝肉換算ベース。

生�産�量 （千トン） 消�費�量 （千トン）
１位 中国 52,990 １位 中国 54,980
２位 EU 23,400 ２位 EU 20,286
３位 米国 11,319 ３位 米国 9,477
４位 ブラジル 3,700 ４位 ロシア 3,192
５位 ロシア 2,870 ５位 ブラジル 2,870

輸�入�量 （千トン） 輸�出�量 （千トン）
１位 中国 2,181 １位 EU 3,126
２位 日本 1,361 ２位 米国 2,374
３位 メキシコ 1,021 ３位 カナダ 1,319
４位 韓国 615 ４位 ブラジル 832
５位 米国 495 ５位 中国 191
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も、米国はいずれにおいても５位以内に入る

存在感を示しており、特に輸出では単独の国

としては最大である。さらに、日本は豚肉消

費量の半分弱を海外からの輸入に頼っている

が、米国が最大の輸入相手国であり、米国サ

イドから見た輸出相手国としても、輸出量ベ

ースでは現在はメキシコがトップであるもの

の、輸出額ベースでは長年第１位を占めてい

る「上顧客」である。

このように、米国は、日本の豚肉需給を考

慮するにあたって重要な国であり、その豚肉

産業についての構造、生産・消費動向、輸出

入の動向・見通しなどに関する情報は、日本

の豚肉生産者、流通関係者や消費者にとって

も、豚肉の安定供給などにつながる有益なも

のであると考えられる。

なお、本稿中の為替レートは、１米ドル＝

113円（2017年６月末日TTS相場113.00

円）を使用した。

２　米国における豚肉需給の推移

米国におけるここ数年間の豚肉の需給状況

に関する主な数値は、表２のとおりである。

経時的な動きを見るにあたり、大きな影響を

与えた事象は、まず2013～14年を中心に

発生した豚流行性下痢（PED）が挙げられる。

PEDは子豚に激しい下痢をもたらし、高い

確率で死に至らしめるウイルス性の疾病であ

り、同国の主要な豚肉生産地帯である中西部

地域を中心として全土で大流行した。2014

年の生産量の落ち込みはまさにPEDの影響

であるが、全体的な生産量のトレンドは、右

肩上がりの増加傾向にある。

一方、米国全体の需給バランスに目を向け

ると、2016年の生産量は1132万トンと同

国の牛肉の生産量とほぼ同じレベルであり、

日本の生産量の約９倍である。輸入量は生産

量に対して極めて少なく、基本的に消費量を

自国で賄っている状況にあり、実際に近年で

は生産量の約２割強を輸出に向けている。ま

た、消費量についても増加傾向にあり、継続

的に増加している３億人強の人口による底堅

い国内需要に支えられている。

このように、米国全体の需給状況を概観し

たところで、この後は生産を中心とした「供

給サイド」の現状と、消費と輸出を中心とし

た「需要サイド」に分けて、同国の豚肉産業

をめぐる情勢について詳細に見ていくことと

したい。

表２　米国における豚肉需給の推移

資料：USDA/FAS
　注：枝肉換算ベース。

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
生産量 10,331 10,554 10,525 10,368 11,121 11,319
輸入量 364 364 399 459 506 495
総供給量 10,940 11,164 11,207 11,107 11,880 12,081
消費量 8,337 8,441 8,665 8,545 9,341 9,477
輸出量 2,357 2,440 2,262 2,309 2,272 2,374
期末在庫 246 283 280 253 267 230

（単位：千トン）　　��　　　　　　
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（１）�米国の豚肉生産に関する基本的な
情報

ア　繁殖～肥育～と畜までの流れ

米国における豚肉生産の経営形態を役割に

より大きく分類すると、子豚を生産する「繁

殖農家」と子豚や育成豚をと畜場に出荷する

まで肥育する「肥育農家」に大別される（図１）。

ただし、生まれた子豚を離乳時まで飼育する

のか、育成豚まで飼育するのかなどの違いか

ら、詳細に分けると以下のとおりとなる。

　①　一貫経営農家（Farrow-to-Finish）

　 　繁殖雌豚から子豚を生産し、その後の

離乳・育成を経て、と畜場などに出荷す

るまでの肥育までを行う一貫経営農家。

　②　繁殖農家（Farrow-to-Wean）

　 　繁殖雌豚から子豚を生産し、３週齢程

度、生体重13~15ポンド（約６～７キ

ログラム）程度で繁殖雌豚から離乳させ

た直後の離乳豚まで飼育し、肥育農家な

どに出荷する農家。

　③　繁殖／育成農家（Farrow-to-Feeder）

　 　繁殖雌豚から子豚を生産し、離乳させ

た後に、離乳後に肥育用飼料に馴致させ

つつ、生体重50~60ポンド（約23~27

キログラム）程度の育成豚まで育成し、

家畜市場などを通じて肥育農家に出荷す

る農家。

３　「供給サイド」から見た米国の豚肉生産の現状

図１　米国養豚農家の経営形態と豚の育成ステージ
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　④　育成農家（Nursery）

　 　離乳子豚を引き受け、育成豚まで飼育

する農家。離乳直後の子豚は、栄養源が

母乳から固形飼料へと変化し、母豚から

付与された免疫力も低下するなどストレ

スがかかりやすく、疾病にかかりやすい

センシティブな時期の育成を担うニッチ

な業態で、経営体数は少ないものの、分

業制が進む中で依然として底堅い需要が

ある。

　⑤　肥育農家（Finishing、Wean-to-Finish）

　 　離乳豚や育成豚をと畜場に出荷するま

で飼養するいわゆる肥育業務を担う農家。

また、経営タイプ別の農家戸数については、

５年ごとに米国政府が実施しているセンサス

により調査されており、直近の2012年およ

びその10年前の2002年時の調査結果は表

３のとおりである。一貫経営はそれだけで完

結するが、それ以外の経営タイプは、繁殖農

家が離乳まで面倒を見て離乳子豚を育成農家

へとバトンタッチし、育成豚を最終的に出荷

するまで肥育農家が肥育するというのが、も

う一つの流れとなる。

一貫経営農家で飼養されている頭数は、

2002年には36.5%であったが、2012年に

は29.3%へと減っている。このことは、米

国の養豚業界が、大手パッカーを中心として

一貫経営から分業体制へのシフトが続いてお

り、多くの養豚農家は工程ごとに特化した契

約生産をしていることが読み取れる。同セン

サスの契約生産に係るデータによると、独立

系の養豚農家は家族経営を中心として戸数全

体の85%を占めたが、豚の販売頭数（１億

9910万頭）に占める割合は46%にとどま

り、他事業者との契約生産者が販売する頭数

が、販売頭数全体の44%を占めていた。

表３　経営タイプ別農家戸数および飼養頭数

資料：USDA/NASS

（単位：戸、頭）　

経営タイプ 2002年 2012年 対2002年増減率
戸数 飼養頭数 戸数 飼養頭数 戸数 飼養頭数

①　一貫経営農家（Farrow-to-Finish） 28,443 23,163,938 17,102 17,881,900 ▲40% ▲23%

②　繁殖農家（Farrow-to-Wean） 6,112 5,121,341 5,424 6,727,367 ▲11% 31%

③　繁殖/育成農家（Farrow-to-Feeder） 7,661 4,626,931 5,303 1,627,848 ▲31% ▲65%

④　育成農家（Nursery） 2,522 6,970,873 1,559 5,340,637 ▲38% ▲23%

⑤　肥育農家（Finishing、Wean-to-Finish） 29,570 23,659,619 23,111 29,394,731 ▲22% 24%

合計 74,308 63,542,702 52,499 60,972,483 ▲29% ▲4%

イ　米国で飼養されている豚の品種

米国の豚肉生産では、主として次に挙げる

８種類の原種豚が品種改良に用いられてい

る。同国の豚肉生産においても、日本でも黒

豚としてなじみ深いバークシャー純粋種によ

る肉豚生産など一部例外はあるものの、雑種

強勢を生かした交雑育種（Cross-Breeding）

は必須の考え方であり、通常は種豚業者が２

～４品種程度を掛け合わせた繁殖雌豚を生産

し、特定の種雄豚（いわゆる止め雄）を最後

に掛け合わせて生産した交雑品種を肥育し、

豚肉を生産している。

なお、同国の豚における人工授精の普及状

況 は、1991年 に ８ ％ 以 下 で あ っ た が、

2000年に70%近くまで達するなど、1990

年代に一気に普及したと言われている。
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2000年に米国農務省（USDA）が実施した

調査によると、500頭以上の母豚を飼育す

る大規模繁殖農家では、９割以上が人工授精

を実施しており、近年に同様の調査結果はな

いものの、さらに普及が進んでいると考えら

れ、同国の牛肉業界の低い普及率と比べて、

豚肉業界では人工授精が主流な交配方法とな

っている。

（ア）　 主に母豚系統で使われる原種豚（母豚

の泌乳量が多い白色系の豚）

a 　ヨークシャー（Yorkshire）：米国で最も

多く飼育されている品種であり、白色の体

とピンと立った耳が特徴的である。一腹当

たりの産子数が多く、繁殖用母豚として好

まれている。英国ではラージホワイト

（Large White）とも呼ばれており、米国

でもいわゆる大ヨークシャーを指してい

る。

b 　ランドレース（Landrace）：米国で５番

目に多く飼育されている品種で、白色の体

であるが、耳はヨークシャーとは異なり垂

れているのが特徴的である。産肉能力もさ

ることながら、産子数と泌乳能力に優れて

おり、他品種と交雑しやすいため、雌系の

基礎豚として利用されることが多い。

c 　チェスターホワイト（Chester White）：

ペンシルベニア州チェスター郡が原産で、

白い体と中程度に大きな垂れた耳が特徴的

である。成長が早く、多産で哺育能力にも

優れている。

（イ）　 主に種雄豚として使われる原種豚（産

肉量が多く、成長力のある有色系の豚）

a 　デュロック（Duroc）：米国で２番目に多

く飼育されており、米国原産の赤毛の豚に

バークシャーなどを交雑して改良されてき

た品種で、赤毛の体が特徴的である。成長

が早く産肉能力に優れており、「止め雄」

の代表的な品種である。

b 　バークシャー（Berkshire）：米国で３番

目に多い品種である。英国のバークシャー

地方が原産であるが、1875年に米国に導

入された。足先と鼻部、尾先の白色部分を

除き全体として黒色であることから、日本

ではこの純粋種を「黒豚」と呼んでいる。

米国では、成長が早く、繁殖効率も高いと

評価されている。

c 　ハンプシャー（Hampshire）：英国ハンプ

シャー地方原産だが、米国で改良され、

1904年に品種として認定された。米国で

は４番目に多く飼養されている品種であ

り、産肉能力に優れ、コーンベルト地帯で

は最も一般的な品種である。全体としては

黒色の体であるが、前腕部に白色の腹帯を

巻いているような特徴的な見た目を有して

いる。

d 　ポーランドチャイナ（Poland China）：

1800年代初頭、オハイオ州の在来種にロ

シア種、中国種、バークシャーなどを交配

して改良された品種。長い躯体が特徴的で、

赤身で肉質が良い。

e 　スポッテッド（Spotted）：歴史的にイン

ディアナ州で繁殖されてきた、見た目にも

白色と黒色のまだら模様の特徴的な体をし

ている品種である。飼料効率、増体率、産

肉能力どれも高く、母豚としての生産性も

高い。
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コラム①：2017 World Pork Expo訪問記

　米国の豚肉生産では他州を圧倒しているアイオワ州で、「World�Pork�Expo」と呼ばれる世界

的にも有名な豚の祭典が毎年開催されている。米国で最古かつ最大の産業博覧会のひとつ「アイ

オワ・ステート・フェア（Iowa�State�Fair）」（毎年８月に開催され、世界中から100万人が訪

れる全米屈指のイベント）が開催される州都デモイン「Iowa�State�Fairground」にて、1988

年以来、原則として毎年６月頃に全国豚肉生産者協議会（NPPC）の主催で開催され、今年も３

日間で500社以上の国内外の企業と約30カ国から２万人以上が参加した。

　この豚の祭典は、主に３つの会場から構成されている。１つ目は屋内外に展開された豚に関係

するあらゆる物品の展示・商談会場、２つ目は豚肉生産に係る最新技術の提供や順守すべき新た

な規則の解説などの講演が開催される講演会場、そして３つ目が全米の地域予選を勝ち抜いてき

た豚たちが品種ごとに頂点を競う、豚共進会の全国大会が開催される品評会会場である。

　世界的な豚のイベントということもあり、中国系を中心としたアジア系関係者も数多く来場し

ていた。

　開催期間中のランチには来場者全員に米国人の大好物である『ベイビーバックリブ』が振る舞

われ、好天の青空の下、骨付き豚肉を片手に関係者がネットワークを構築する場面は印象的であっ

た。品評会では米国を代表する各品種のトップクラスの豚たちを間近に見ることができ、数々の

講演会も豚肉業界の問題点や最新の情報が農家や一般消費者向けにわかりやすく説明され、参加

費用も10米ドル程度で誰でも参加できることから、日本からも比較的出席しやすい豚関連のイ

ベントではないだろうか。

▲屋内の物品の展示・商談会場内の様子。給餌装置から空調管理装置まで大小さまざま
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▲　豚輸送車両などの大型機械類 ▲　豚移動ロボットなど先進的な技術も

▲　品評会の様子 ▲　こども品評技術コンテストの様子

▲　ヨークシャー（♀） ▲　チェスターホワイト（♀）
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▲　バークシャー（♀） ▲　デュロック（♀）

▲　ハンプシャー（♀） ▲　スポッテッド（♀）

ウ　豚飼養頭数および農家戸数の推移

米国の豚総飼養頭数は図２のとおり、ここ

40年の推移を見ると、1980年代に一度は

約5100万頭まで減少したものの、その後は

中長期的に右肩上がりのトレンドで増え続け

ており、現在は約7200万頭と史上最高レベ

ルにある。

図２　豚飼養農家戸数と飼養頭数の推移
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資料：USDA/NASS
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一方で、農家戸数に目を向けると、1980

年に約67万戸あった農家が、2012年には

約６万８千戸と約30年の間に10分の１に減

少している。この戸数の減少の多くが、飼養

頭数500頭未満の中小規模農家の減少に伴

うものであり、1000頭以上飼養する企業型

の大規模養豚農家数は、同期間内にむしろ増

えており、この間に同国の養豚は、企業養豚

の垂直統合化と規模拡大という大きな変化を

経てきた。

飼養戸数が減少する一方で規模拡大が進行

したものの、いまだに養豚農家の８割以上は

家族経営と言われているように、100頭未満

の農場は、４万8900戸で農場戸数全体の８

割を占めているが、飼養頭数ではわずか１％

を占めるのみであり、逆に５万頭以上を飼養

する農場は、145戸で戸数では１％に満たな

いが、飼養頭数では６割を占めている（図３）。

図３　農場規模別豚飼養頭数の割合（2012年）
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また、USDAは四半期ごとに全国の豚飼養

頭数を公表しているが、直近の2017年６月

１日現在の数値は表４のとおりである。総飼

養頭数の7165万頭は前年比で3.4%の増と

なり、６月１日時点の頭数として史上最高を

更新した。また、5000頭以上規模の農場で

あって、契約生産の下で飼養されている肥育

豚の頭数は全体の48%（前年比約１ポイン

ト増）を占めており、契約生産割合の増加も

継続している。

表４　四半期ごとの豚飼養頭数の推移

資料：USDA/NASS

（単位：千頭）　　　　　　　

2016年 2017年
6月1日 9月1日 12月1日 3月1日 6月1日

豚総飼養頭数 69,281 71,886 71,500 70,921 71,650
繁殖豚 5,979 6,016 6,090 6,068 6,069
肥育豚 63,302 65,870 65,410 64,853 65,581
50ポンド未満 20,356 21,215 20,882 20,617 21,017
50 ～ 119ポンド 18,198 19,276 18,037 17,902 18,831
120 ～ 179ポンド 13,291 13,665 13,831 14,435 13,856
180ポンド以上 11,456 11,713 12,660 11,899 11,877
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エ　繁殖雌豚および肥育豚の地域分布

米国のコーンベルト地帯は、別名ホッグベ

ルト（Hog Belt）とも呼ばれるように、豚

肉生産は、豚の飼料原料となるトウモロコシ

や大豆が多く収穫される中西部地域が中心で

ある。州別の豚飼養頭数を見てみると、繁殖・

肥育豚ともにアイオワ州がトップであり、特

に肥育豚頭数については、他州を圧倒してい

る（表５）。

また、繁殖・肥育豚ともに４位までが同じ

州で占められており、繁殖雌豚は上位10州

で全体の約８割、肥育豚は上位10州で全体

の約９割を占めている。図４の同国の豚の分

布状況を見ても、豚を飼養している州は、牛

とは異なり、米国内でもある程度限られてい

ることが分かる。

図４　米国内の豚の分布図

アイオワ州
イリノイ州

ミネソタ州

ノースカロライナ州

オクラホマ州

インディアナ州

資料：USDA/NASS
　注：青点１つが、２万頭の豚を示す。

表５　繁殖雌豚および肥育豚の飼養頭数上位５州（2017年６月現在）

資料：USDA/NASS

繁殖雌豚 肥育豚
州 頭数（千頭） 割合 州 頭数（千頭） 割合

１位 アイオワ 1,030 17% アイオワ 21,170 32%
２位 ノースカロライナ 880 14% ノースカロライナ 8,120 12%
３位 ミネソタ 530 9% ミネソタ 7,870 12%
４位 イリノイ 530 9% イリノイ 4,820 7%
５位 オクラホマ 450 7% インディアナ 3,740 6%
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コラム②：なぜノースカロライナ州で養豚が盛んなのか？

　米国の豚飼養頭数上位の州には中西部の各州がズラリと並ぶ中、繁殖・肥育豚ともに第２位は、

東海岸沿いに位置するノースカロライナ州である。中西部地域がいわゆる伝統的な養豚地帯であ

るが、トウモロコシの主産地とは決して呼べないこの地（全州中19番目の生産量:2016年）にな

ぜ一大養豚地帯が存在するのか不思議に思うのは自然であろう。

　この背景を説明するには、1938年に同州で生誕したWendell�Murphy氏の存在抜きには語れ

ない。彼は大学卒業後に地元で教師をしていたが、父親のタバコ農場の資金繰りのために、副業

として家畜用飼料の販売を始めて成功し、やがて自身も豚を飼い始めた。1960年代には豚農家

に専念し、いち早く「繁殖・育成・肥育」の分業制や契約生産を取り入れるなど、彼の経営する

Murphy�Family�Farmsは、1985年には全米最大の養豚農家にまで成長した。

　また同氏は、1982年に同州下院議員、さらに1988年から1993年までは同州上院議員として

政治的に活動し、同期間中に養豚・養鶏農家を優遇する税制改正や土地利用規制の緩和など合計

７つの法律を成立させた。加えて1970年代に、大気汚染と水質汚濁について、連邦法より厳格

な対応を求めていた同州の環境規制に係る法律の施行を差し止める法改正（Hardison改正）が

なされたことも手伝い、同州の養豚産業は1990年代に一気に飼養頭数が約3.5倍にもなるという

目覚ましい成長を遂げ、同州の一大産業にまで発展した。

　しかし、1990年代前半に自身の系列農場でふん尿処理のためのラグーンが決壊し、周辺の環

境を汚染した。このことを契機に、同州の豚肉産業への逆風は一気に強まり、環境規制を厳格化

する方向へと転換し、同州の豚肉産業の拡大に急ブレーキがかかった。とはいえ、これだけの短

期間に同州の豚肉産業を成長させた同氏の功績は多方面から讃えられており、Murphy�Family�

Farmsは世界最大の豚肉生産企業であるSmith�Field社に買収され、同社の一部として今でも豚

肉生産の一翼を担っている。

コラム②図　ノースカロライナ州の豚飼養頭数の推移
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オ　豚肉生産量の推移

豚肉生産量については、飼養頭数が緩やか

な右肩上がりで史上最高記録を更新し続けて

いるような状況からも、図５のとおり増加傾

向にある。一方で、生産の基礎となる母豚数

については、どちらかというと右肩下がりの

傾向にあったが、ここ数年は少し数を戻して

いる状況にある。

このように、子豚の生産の母体となる繁殖

雌豚の減少傾向が続いてきたにもかかわら

ず、生産量が右肩上がりの増産を続けて来ら

れたのは、もちろん飼料効率の改善や垂直統

合化によるオペレーション上のロスの減少な

どもあるものの、図６のとおり、母豚一腹当

たりの生存産子数の増加によるところが大き

いと考えられる。これは、同国のトウモロコ

シ生産において、作付面積にさほど大きな変

化がみられないものの、単収の増加により生

産量が伸び続けていることと構図が似てい

る。

この数字の増加は品種改良の成果に加え

て、母豚や子豚の健康管理の向上も要因とし

て挙げられ、この数字の行く末を考えた場合、

現在の米国の「約10.5頭／腹」という数字

図６　一腹当たりの生存産子数の推移

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

9.5

10.0

10.5

11.0

1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017

（頭）

（年）

資料：USDA/NASS

図５　母豚数と豚肉生産量の推移
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に対して、欧州では「13頭／腹」を超えて

いる国もあり、米国における改良の余地は、

まだまだ残されていると言えるだろう。なお、

一腹当たりの産子数が、2014年に大きく落

ち込んでいるのは、前述したとおり、全米で

猛威を振るったPEDの影響である。

カ　養豚農家の経営状況

同国の養豚農家の経営状況を示すものとし

ては、さまざまな機関が公表している指標が

あるが、養豚生産業界全体の景気動向を推し

量る一つの指標として、豚/トウモロコシ比

価（Hog-Corn Ratio）がある。これは、豚

生体100ポンド当たりの価格を１ブッシェ

ル当たりのトウモロコシの価格で除した数字

であり、豚肉生産コストの大半を占めている

飼料価格と豚価格という比較的単純な関係を

用いたもので、古くから農家の経営判断の一

つとして使われてきた。

同比価の近年の動きは図７のとおりであ

る。同指標の見方として、かつては「20」

を上回ると、１年～１年半後の生産量が増加

し、「16」を下回ると同じく１年～１年半後

に生産量が減少するといい、「18」付近が損

益分岐点的な位置付けであった。現在では、

産業全体の経営が効率化したことなどから、

トウモロコシの価格ベースラインが一段と上

昇した2007年以降においては、「10」を境

に経営の拡大または縮小を判断するような指

標であると考えられている。

2011年からの飼料穀物価格の高騰によ

り、同比価は10を切ることもあったが、そ

の後はPED発生に伴う豚価格の高騰と飼料

穀物価格の落ち着きにより、常時10を超え

ていることからも、ここ５年程度の養豚農家

の経営状況は比較的良好であったと考えられ

る。

図７　豚/トウモロコシ比価（Hog-corn ratio）の推移
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コラム③：米国の豚肉価格に季節変動はあるのか？

　日本の豚肉価格は、季節による気候の変動に伴い変動するが、米国でも同様に価格の季節変動

が存在する。

　最も大きな要因は夏の暑さであり、春先から夏にかけて繁殖豚の受胎率が低下し、逆に涼しく

なる秋から冬にかけて多くの繁殖豚が受胎する。このことで、結果として、春先から夏にかけて

出荷される豚の数が少なく、秋から冬にかけて出荷数が多くなることが理由の一つである。

　そして、２つ目の理由として、夏には食欲が減退し、冬は逆に増加する。このため、冬から春

先にかけては、仕上がりが早くなり、逆に夏は食欲が減ることで、通常夏ごろに仕上がる出荷が

秋～冬場に後倒しになる。このような理由から夏場の出荷頭数は相対的に少なくなるため、価格

は夏場に上昇し、冬場に低下するという季節変動を示す（コラム③図）。

コラム③図　と畜頭数および豚生体価格の年内変動
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資料：USDA/NASSのデータから作成
　注：各数値の各年平均の数値を100とし、直近5年平均（2012-16年）の推移をグラフ化したもの。

（２）豚肉および生体豚の輸入

ア　豚肉の輸入動向

米国の豚肉輸入については、生産量全体の

５％にも満たない量にすぎず、そのほとんど

がカナダ産であり、残る少数がメキシコと欧

州各国からである（図８）。また、ポーラン

ド産豚肉は、日本は同国でのアフリカ豚コレ

ラの発生に伴い同国全土からの輸入を停止し

ている（2017年６月末現在）が、米国は、

EUと動物検疫システムの相互認証をしてい

るため、同疾病発生後も発生地域を除いた地

域で生産された同国産豚肉を継続的に輸入し

ている。

なお、米国の豚肉の輸入関税は原則として

無税であるが、加工品については、１キログ

ラム当たり1.4米セントの関税が適用され

る。ただし、北米自由貿易協定（NAFTA）

を含む自由貿易協定の締結国などからは、加

工品も無税となる。

隣国のカナダ、メキシコからは生鮮・冷蔵

豚肉が、欧州からは冷凍豚肉が主として輸入

され、特に欧州からの冷凍豚肉は外食産業な

どで使用される安価なものが比較的多い。デ
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ンマークからは米国で人気のベイビーバック

リブ（ロース側の骨付き肉）の割合が比較的

大きく、米国産だけでは不足しがちな同部位

を一部補完している。

イ　生体豚の輸入動向

生体豚の輸入はほとんどがカナダからで、

カナダ以外では欧州から育種改良向けをごく

わずかに輸入しているのみである。輸入され

るカナダ産生体豚全体のうち２～３割が米国

内のと畜場へ直行すると場直行豚、残りの７

～８割が米国内で肥育するための離乳・育成

豚である。図９はカナダからの生体豚の輸入

頭数の推移であるが、1995年から約10年

間カナダで豚肉産業が急成長したことに伴

い、米国への生体豚の輸出頭数もこの間に約

10倍に増大し、2007年には年間1000万頭

にまで達したものの、2008年を境に約半数

にまで急減した。

これは、米国が2008年９月に施行した義

務的原産地表示制度（Mandatory Country 

Of Origin Labeling：COOL）の影響を受

けたものである。同制度は米国で販売される

牛肉や豚肉などに対して「繁殖」・「肥育」・

図８　国別豚肉輸入量の推移
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図９　カナダからの生体豚輸入頭数の推移
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「と畜」がそれぞれ行われた国の表示を義務

付けたもので、この制度の履行により、家畜

の分別や記録に伴う新たなコストが流通業者

や小売業者に生じることとなり、カナダ産生

体豚に対して取引中止や取引価格の引き下げ

が求められ、生体豚輸入が減少したのである。

カナダ政府はメキシコ政府とともに、同制

度が自国の畜産生産者に不利に働いていると

して世界貿易機関（WTO）に提訴し、WTO

協定違反との決定が下されたことを受け、米

国政府は2015年12月に同制度から牛肉・

豚肉を除外した。これにより、カナダからの

生体豚輸入への障害は無くなったものの、米

国の生産者団体によると、今後の輸入頭数は

緩やかな増加にとどまるだろうとのことであ

る。

なお、米国に輸入される生体豚に課される

関税は、原則として無税である。

４　「需要サイド」から見た米国の豚肉消費などの現状

（１）消費動向と消費スタイル

ア　消費動向

米国における国民１人当たりの豚肉消費量

は、図10のとおり、約30年前の1988年か

らほとんど変化しておらず、歴史的にも非常

に安定している。また、1988年の小売価格

を100とし、消費者物価指数を用いて物価

変動を調整した指数を見ると、豚肉はこの約

30年間ほとんど100を下回って推移してお

り、小売店で比較的手に取りやすい製品とな

っているものと推察される。

豚肉の生産コストは、以前と比較して明ら

かに増加していると考えられるものの、産業

全体の効率化などにより、結果として消費者

の手元に届く価格が抑えられている。また、

1987年から開始し多大な成功を収めた

「The Other White Meat」キャンペーンな

どにより、豚肉のイメージ改善に業界全体で

取り組むことにより、豚肉は、健康志向が強

まっている現代においても同国内で確固たる

ポジションを築いている。

なお、USDAによると１人当たり消費量

は、今後も当面の間横ばいに推移すると予測

されており、人口が増え続ける「人口ボーナ

ス」の恩恵も受け続けることから、消費量は、

非常に底堅く、中長期的にも微増傾向が続く

と考えられる。

図10　1人当たり食肉消費量および小売価格指数の推移

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1988 1993 1998 2003 2008 2013

（kg）

豚肉 牛肉 鶏肉 牛肉価格指数 豚肉価格指数 鶏肉価格指数

100

（（年）

資料：USDA/ERS,�United�States�Department�of�Labor
　注：消費量（左軸）は小売重量ベース。価格指数（右軸）は1988年の小売価格を100とし物価変動を反映したもの。



畜 産 の 情 報 　 2017. 878

イ　消費スタイル

豚肉は、ベーコン、ハム、ソーセージに代

表されるように、牛肉や鶏肉と比較して加工

品の種類が多い。このため、米国の小売店の

精肉コーナーに行くと、豚肉コーナーの狭さ

と精肉の種類の少なさに驚くことがあるが、

それは同国の豚肉消費が加工品中心のためで

ある。

USDAが過去に行った調査結果によると、

豚肉消費量の約４割が精肉として、約６割が

加工品として消費されていた。加工品では、

ハムの消費量が最も多く、その後にソーセー

ジ、ベーコンが続いた。加工品は朝食や昼食

におけるサンドイッチなどを中心に、精肉は

夕食を中心に消費されていた。また、購入場

所別での消費割合は、小売店などでの購買が

78%を占め、残りの２割強がレストランな

どの外食における消費であった。

小売店で販売される精肉は、ロインが主体

である。その他には、バックリブの塊やひき

肉を見かける程度で、日本の小売店でよく見

られる「バラの薄切り」や「コマ切れ」など

は、アジア系の小売店にでも行かない限り見

つけることは困難である。逆に、アジア系の

小売店では、豚バラの塊などを入手できるほ

か、 バ ー ク シ ャ ー 純 粋 種 の 豚 肉 を

「KUROBUTA」と称して日本と同様に販売

している光景も見ることができる。

日本産豚肉は、現時点では動物検疫上米国

に輸出することはできないが、将来的に米国

市場へのアクセスが可能となった場合、そも

そも豚肉では肉質の差が大きくないことや日

米で価格差があることを考慮すると、このよ

うな消費スタイルなどを十分に理解し、明確

な戦略をもって臨まなければ、厳しい結果が

待っていると感じざるを得ない。

▲　他畜種に比べて狭い豚肉売り場 ▲　典型的なロイン

▲　日本では見かけないバックリブの塊 ▲　アジア系スーパーでの黒豚の販売
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（２）輸出動向

ア　近年の輸出量および輸出額の推移

豚肉の輸出については、冒頭でも述べたと

おり、生産量の２割強が向けられており、現

在の豚肉産業における輸出の位置付けが、牛

肉の約１割と比較しても、より重要であるこ

とがわかる。しかし、米国が豚肉の純輸出国

に転じたのは1995年であり、ここ20年間

に急増し、輸出の歴史は浅い（図11）。

こうした背景には生産量の増加があるが、

NAFTAに代表される自由貿易協定もその背

景の１つである。特に、NAFTAが1994年

に発効し、メキシコの関税（20%）が段階

的に撤廃された結果、同国への輸出量は徐々

に増加し、2015年には国別輸出量で長年１

位であった日本を上回った。

そして、豚肉の最大消費地であるアジア圏

で、一気に台頭してきたのが中国である。同

国は、原則として自国で豚肉を賄うことを国

策としてきたことから、10年ほど前までは

国際市場ではほとんど目立った存在ではなか

ったが、国内の需要を賄いきれなくなったこ

とから、輸入量が一気に増加し、2016年に

は世界第１位の輸入国となった。米国産豚肉

は、2013年以降、成長促進物質を用いた豚

肉の輸入規制により、一旦輸出量の伸びが鈍

化したものの、2014年に対応プログラムを

構 築 し、 徐 々 に 回 復 の 途 に あ る。 な お、

2009~2010年にかけて、中国本土への輸

出は、H1N1新型インフルエンザの影響で停

止していた。

冒頭でも述べたとおり、輸出量ではメキシ

コが2015年に第１位となったものの、輸出

額では、現在も日本が第１位となっている。

このことから、日本には比較的高品質で単価

の高い豚肉が輸出されていることがわかる

（図12）。日本向けに輸出される豚肉は、か

つては冷蔵、冷凍ともに同量程度であったが、

日本側の輸入先国の多角化による冷凍豚肉の

減少に伴い、減少傾向にある。一方、冷蔵豚

肉は、2016年に過去最高の輸出量を記録す

るなど増加しているものの、増加率はわずか

であり、冷凍豚肉の減少分を補うほどではな

いことから、輸出量および輸出額ともに減少

傾向にある。

図11　米国産豚肉の国別輸出量の推移
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図12　米国産豚肉の国別輸出額の推移
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なお、ロシア向けの輸出量および輸出額と

もに2015年以降「ゼロ」となっている。こ

れは、ウクライナ問題により、同国が欧米諸

国からの農畜産物の輸入を2014年８月から

停止しているためである。

イ　今後の見通しと輸出余力

今後の輸出を見通す上で最も重要なのは、

世界最大の豚肉生産国であり消費国でもある

中国である。前述したとおり、中国は、昨年

世界最大の輸入国となったが、その背景には

米国の５倍以上となる消費量がある。中国は

昨年、消費量のわずか４％程度（218万トン）

を輸入したにすぎないが、世界の豚肉輸出量

が800万トン強の中で、中国のわずかな需

給の動きが世界の需給を左右しかねない状況

にあるのは間違いない。

2017年１月に公表されたUSDAの報告書

によると、中国における近年の豚肉輸入量増

加の背景の一つに、高い飼料コストと人件費

に直面している豚肉生産に伴う国産豚肉の価

格高騰がある。飼料効率の悪さ、低い労働生

産性に加えて、昨年から実行されている「豚

生産のための５カ年計画（2016～20年）」

により、土地利用規制や環境規制が厳格化さ

れ、高コストの状況は直ちに改善するもので

はないとみられ、当面の間、高レベルの輸入

が続くと予測されている。

現在、米国ではこの中国も含めた世界的な

豚肉の需要増に応えようと、生産体制をさら

に増強する動きが見られている。特に、養豚

農家の増頭を促しているのが、表６に予定さ

れている新たな豚肉処理施設の開設の動きで

ある。このように、養豚農家だけでなくパッ

カーも協調しての豚肉生産増に向かう動きは

近年には見られなかった動きであり、同国の

豚肉生産の体制は新たな時代に突入しようと

しているのかもしれない。

なお、USDAが公表している長期生産予測

によると、向こう10年間は豚／飼料比価

（Hog-Feed-ratio）が高いレベルで推移す

ることから、豚肉生産量は、年1.3％で増加

を続け、2026年には285億ポンド（1292

万7000トン）に達し、牛肉の生産量を追い

越すと予測されている。
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表６　米国で開設予定の豚肉処理施設

資料：Pork�Checkoff
　注：＊は、2018年末までにシフト倍増により20,000頭／日まで処理能力が向上予定。

開設予定地（開設予定年） 2017年末 2018年末
１日当たり 年当たり １日当たり 年当たり

1. ミネソタ州、ウインダム市（2017年） 4,000 1,000,000 4,000 1,000,000
2. アイオワ州、スー市（2017年） 12,000 3,000,000 20,000＊ 3,000,000
3. ミシガン州、コールドウォーター市（2017年） 10,000 2,500,000 10,000 2,500,000
4. アイオワ州、ライト群（2018年） 10,000 2,500,000
合　計 26,000 6,500,000 44,000 9,000,000
合　計（週当たり換算） 125,000 173,077

（単位：頭）　　

コラム④：口蹄疫ワクチンの備蓄

　米国で開催される豚関連の講演において語られる将来生じうるリスクとして真っ先に挙げられ

るのは、「飼料高騰の可能性」や「新政権の政策リスク」などを差し置いて、口蹄疫の発生リス

クである。

　日本では2010年４月に宮崎県で発生し、甚大な被害をもたらしたことは記憶に新しいが、米

国では1929年を最後に約90年間発生しておらず、隣国のカナダとメキシコを加えても1954年

以降発生していない。さらに南方は、南米大陸の手前のパナマ共和国まで全て国際獣疫事務局

（OIE）が「ワクチン非接種清浄国」と認める清浄地域である。

　このような状況にもかかわらず、口蹄疫が、米国において豚肉業界を含めた畜産業界から怖れ

られている理由は、人と物がこれだけ世界中を往来している現在においては、避けられないリス

クと考えられていることに加え、同国は一つの州で他国一国分の家畜を飼養しているような家畜

生産超大国だからである。仮に米国で口蹄疫が発生した時の被害額は2000億米ドル（約22兆

6000億円）とも見積もられ、「同国の畜産業だけでなく経済全体が崩壊する」と表現されるのも

うなずけるような状況において、NPPCは、かねてから政府による口蹄疫ワクチンの備蓄の重要

性について訴えかけてきた。

　口蹄疫ワクチンについては、米国政府も発生初期の対策としては考えていないものの、適切に

用いれば他の防疫措置の効果を高め、被害を縮小させる可能性があると認めている。

　ただし、米国ではいかなる理由であろうとも、生の口蹄疫ウイルスを米国本土に持ち込むこと

が法律で禁止されているため、米国本土で口蹄疫ワクチンを製造することは不可能である。この

ため、ニューヨーク州のプラムアイランドにある研究施設内に、カナダ、メキシコ両国とともに

設立した北米口蹄疫ワクチンバンクとして、250万ドーズ分の濃縮抗原が備蓄されているのみで

あり、NPPCは、この状態を「準備不足」だと非難している。

　本年３月に実際された次期農業法に関する公聴会の中でも、NPPCはワクチン備蓄の重要性と

以下の３つのような状況を整備するために必要な予算の確保を改めて訴えており、緊縮予算が見

込まれている中、連邦議会がどのような判断を下すのかが注目されている。

①�　現在、世界で発生している23種類の口蹄疫から守るため、ワクチン製造業者が濃縮抗原を



畜 産 の 情 報 　 2017. 882

維持・管理している海外のワクチンバンクと契約する

②�　発生直後の２週間に必要になると推計される1000万ドーズのワクチンを製造業者に在庫と

して保有させる

③�　緊急対応時の製造能力を少なくとも4000万ドーズまで増強するため、国際的なワクチン製

造業者と生産契約を結ぶ

５　おわりに

最近、米国で開催される豚肉生産者団体の

集まりでは、豚肉業界の「景気の良さ」と「将

来への楽観的な言葉」が良く聞こえてくる。

１つ目の「景気の良さ」は、2013~14年

のPED発生に伴う豚価高騰によるものであ

り、アイオワ州立大学が公表している養豚農

家の各経営タイプ別の予想収益を見ても、こ

の間に相当「もうかっていた」ことがわかる。

疾病の発生というネガティブな現象が作り上

げた一時的なバブルの状況は、同国のトウモ

ロコシ生産が2012/13年度に酷い干ばつに

見舞われて生じた穀物バブルで、トウモロコ

シ農家が潤った状況に皮肉にも似ている。

２つ目の「将来への楽観的な言葉」は、中

国やメキシコ向けを中心に伸び続ける輸出か

ら来ている。中国の輸入量は、見通し難い部

分も多いが、同国政府主導による近年の養豚

生産の構造改革により、ここ数年で1000万

頭もの母豚が減少し、直近でも引き続き減少

していることが確認されることからも、すぐ

に解決しそうな問題ではなく、相当量の輸入

が当面の間は続くだろうと考えられる。米国

でと畜場の新設が今後数年間相次いで予定さ

れているのもパッカー側の勝算があってのこ

となのだろう。

現状では、中国への輸出は、同国の輸入条

件に先行して対応しているEUやカナダには

後れをとっている。しかしながら、同国への

輸出のハードルとなっている成長促進物質の

使用を止める動きが米国の生産現場では加速

度的に見られているように、中国一国のすさ

まじい需要がこの畜産超大国の生産体制をい

とも簡単に変えてしまうほど、豚肉需給にお

いて中国という存在は大きい。また、アイオ

ワ州立大学のとある教授が、「私は科学を全

面的に支持するが、消費者がいつも正しいの

だ」と話すとおり、消費者が求めるものを生

産するという流れは、時代の避けられない潮

流なのであろう。

とはいえ、EUやカナダといった輸出のラ

イバルが中国向けに豚肉を輸出すればするほ

ど、米国産豚肉は日本や韓国といったいわゆ

る伝統的な市場で商売しやすくなることか

ら、実は中国への対応はそこまで急ぐ必要は

ないとの見方もある。

また、トウモロコシ価格も比較的安定して

おり、正直なところマイナス面を探す方が難

しい状況にある米国の養豚業界は、関係団体

の会議で感じる「楽観的な」雰囲気のとおり、

前途洋々なのかもしれない。

一方で養豚業界にとってネガティブな要素

があるとすれば、今年誕生したトランプ政権
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の政策リスクであろう。特に、対メキシコ政

策では、国境税の導入やNAFTAの再交渉な

どが想定されているが、現在メキシコへの豚

肉輸出が重要なポジションを確立している中

で、果たして豚肉輸出の歴史を巻き戻すよう

な政策を講じるだろうか。主要生産州のアイ

オワ州、ノースカロライナ州、オハイオ州は

支持政党が変わる「Swing State」と呼ば

れる選挙激戦州であり、４年後の再当選を最

優先の課題としている同政権がこのような支

持基盤を失うような選択をするとはとても考

えにくい。

また、環太平洋パートナーシップ協定から

政権運営初日に離脱し、二国間交渉へと路線

変更すると公言していることから、日本との

関係では今後は二国間交渉を求めてくること

が想定される。本稿編集中の７月６日、日

EU・EPA大枠合意が発表された。NPPCは、

この合意を受け、トランプ政権に対し、早期

に日本と自由貿易協定の交渉を開始するよう

要請した。この要請文の中でも、日本は豚肉

輸出額第１位の重要な国と位置付けられてお

り、同国豚肉産業にとっては引き続き重要な

存在である。

（井川　真一（JETROニューヨーク））


